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近年、気候変動の影響に伴い、線状降水帯や局地的
大雨による水害が頻発・激甚化している。こうした豪
雨災害による被害を軽減し、社会のレジリエンスを向
上させるためには、豪雨をもたらす積乱雲の発生・発
達を早期に把握する観測技術が重要である。大気中の
水蒸気は積乱雲の発達に直接関係する基礎的な気象要
素であり、その時空間変動を高密度に観測することが
求められている。

NICTでは、国内に整備された地上デジタル放送網
を活用し、放送波の伝搬遅延量を高精度に測定するこ

とで大気下層の水蒸気量を推定する新しい観測技術を
開発している。本技術は、既存の情報通信インフラを
利用するため広域展開が容易であり、気象レーダや気
象衛星など既存の観測システムを補完する水蒸気観測
手段として、豪雨災害の予測・検知能力の向上への貢
献が期待される。

これまで日本の地上デジタル放送方式（ISDB-T）を
利用した観測技術の研究開発を進めてきたが、近年、
新たに欧州方式（DVB-T）に対応した観測装置を開発
した。これにより、日本国外への適用が可能となり、
2025年 か ら 台 湾 國 立 中 央 大 學（National Central 
University）と共同で台湾における観測実験を開始し
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測する技術が求められている。NICTでは、地上デジタル放送波の伝搬遅延を利用した大気下層の
水蒸気量観測技術を開発している。本稿では、台湾国家宇宙センター（TASA）および國立中央大
學（NCU）との共同研究として実施している台湾観測実験を紹介する。國立陽明交通大學（NYCU）
および國立臺北商業大學桃園キャンパス（NTUB）に構築した欧州方式対応観測システムによる連
続観測の結果、反射波位相から推定した伝搬遅延量と地上気象観測値から算出した伝搬遅延量と
の間に高い相関（相関係数0.972）が確認された。また、複数伝搬経路の比較から、水蒸気分布の
空間構造を観測できる可能性が示された。今後は統合観測とデータ同化により短時間降水予測精
度の向上を目指す。

Recent increases in localized heavy rainfall and quasi-stationary band-shaped precipitation 
systems have highlighted the need for high-density observations of atmospheric water vapor. 
NICT has developed a technique for observing lower-tropospheric water vapor using propagation 
delays of digital terrestrial broadcasting signals. This paper introduces field experiments conducted 
in Taiwan in collaboration with the Taiwan Space Agency (TASA) and National Central University 
(NCU). Continuous observations were carried out using instruments compatible with the European 
digital terrestrial broadcasting standard, installed at National Yang Ming Chiao Tung University 
(NYCU) and the Taoyuan Campus of National Taipei University of Business (NTUB). The estimated 
propagation delays derived from reflected-wave phases showed a strong correlation (correlation 
coefficient: 0.972) with delays calculated from surface meteorological observations. Comparison of 
multiple propagation paths also suggested the feasibility of observing the spatial structure of water 
vapor distributions. Future work includes integrated observations and data assimilation to improve 
short-term rainfall forecasts.
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た。本観測実験は、台湾国家宇宙センター（TASA）
とNICTの研究協力プロジェクトの一環として実施さ
れており、台湾における水蒸気量の連続観測と豪雨発
生メカニズムの解明ならびに豪雨予測精度向上への活
用を目指している。本稿では台湾における観測システ
ムの構築および初期観測結果について紹介する。

	 地上デジタル放送波を用いた	
	 水蒸気量推定手法　　　　　

2.1	 背景
近年頻発している局地的な豪雨は、活発な積乱雲に

よって引き起こされることが多く、その発生や発達を
予測することは、防災・減災にとって極めて重要であ
る。降雨を直接観測する手段として、気象レーダ技術
の高度化も進められている。NICTでは、従来の気象
レーダに比べて大幅に高速な三次元観測を実現する
フェーズドアレイ気象レーダ（PAWR）を開発し、積
乱雲の急速な発達過程や竜巻を伴う危険な気象現象の
詳細な観測を可能にした [1][2]。さらに近年では、
フェーズドアレイ気象レーダの高速三次元観測能力と、
マルチパラメータレーダが有する高精度な降水観測能
力を兼ね備えたマルチパラメータ・フェーズドアレイ
気象レーダ（MP-PAWR）の研究開発を実施した [3][4]。

このような先進的なレーダ技術は、発達した雨雲の
構造や移動を高精度に捉えることができる一方で、積
乱雲が発生する前の大気中の水蒸気分布を直接観測す
ることは容易ではない。積乱雲のライフサイクルは数
十分から1時間程度と短く、降雨の予測時間を延ばし、
その精度を向上させるためには、雨粒（液体の水）へ
と成長する前の水蒸気（気体の水）の分布や変動を把
握する必要がある。しかし、水蒸気は大気中で最も時
空間変動の大きい気象要素の1つであり、高密度かつ
連続的な観測は容易ではない [5]。そのため、豪雨の
更なる早期予測を実現するためには、雨雲そのものの

監視に加えて、水蒸気の変動を広域に観測する新たな
技術が求められている。

GNSS（Global Navigation Satellite System：全球測
位衛星システム）観測は、測位衛星から送信されるL
バンドの電波の大気伝播遅延を観測し、その遅延量か
ら大気中の可降水量を推定する手法であり、現在では
気象庁の数値予報システムにおけるデータ同化にも利
用されている [6]。NICTでは、この電波伝搬遅延によ
る水蒸気量推定の考え方を地上デジタル放送波へ拡張
し、UHF帯（470～710 MHz）の放送波の伝搬遅延量を
高精度に測定することで、大気下層の水蒸気量を観測
する技術を開発した [7][8]。

2.2	 原理
電磁波は、伝搬経路上の物質の影響を受けて速度が

低下するため、真空中と比べて伝搬にわずかな遅れが
生じる。地表付近の大気では、この伝搬遅延量は気圧、
気温、水蒸気量によって変化する。対流圏における屈
折指数N* は、乾燥空気および水蒸気の寄与を用いて
次式で表される。

  𝑁𝑁 = 𝑘𝑘�
𝑃𝑃�
𝑇𝑇 + 𝑘𝑘�

𝑃𝑃�
𝑇𝑇 + 𝑘𝑘�

𝑃𝑃�
𝑇𝑇�   （1）

ここで、𝑷𝑷𝒅𝒅,𝑷𝑷𝒗𝒗 はそれぞれ乾燥空気および水蒸気の
分圧（hPa）、𝑻𝑻  は絶対温度（K）である。また、𝒌𝒌𝟏𝟏,  𝒌𝒌𝟐𝟐, 𝒌𝒌𝟑𝟑 

𝒌𝒌𝟏𝟏,  𝒌𝒌𝟐𝟐, 𝒌𝒌𝟑𝟑  は定数であり、それぞれ、77.6 [K/hPa]、70.6 [K/
hPa]、3.739×105 [K2/hPa] の値を取る [9]。式（1）右辺
の第1項が乾燥大気の寄与で、第2項と第3項が水蒸気
の寄与である。気象庁アメダス東京のデータ（気圧・
気温・相対湿度）に式（1）を用いて算出した、1 kmあ
たりの大気による伝搬遅延量の変化（2023-2025の3年
間）を図1に示す。下の青線が水蒸気による遅延量（湿
潤成分）であり、冬季には小さく、夏季には大きくな
り、およそ20～500 psec/kmの範囲で変動する。一方、
中央の赤線は気圧に主に依存する乾燥大気による遅延
量（乾燥成分）で、水蒸気成分とは逆に冬季に大きく、
夏季に小さくなり、約800～1,000 psec/kmの範囲で変
動する。上の緑線は両者を加えた全伝搬遅延量であり、
地表付近の大気による遅延量は年間を通じておよそ
1,000～1,300 psec/kmの範囲で変化する。図1より、
水蒸気による遅延量（青線）は全伝搬遅延量（緑線）の
一部であるが、その変動幅は大きく、地表付近の水蒸
気量の変化を反映していることが分かる。したがって、
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図1　気象庁アメダス東京の気圧・気温・相対湿度データから算出した1 km 
当たりの大気伝搬遅延量 [psec/km]の変化（2023-2025の3年間）

	 上 (緑線)：大気全体、中 (赤線)：乾燥大気、下 (青線)：水蒸気

＊1	 屈折指数N：電波領域における大気の屈折率nは地上付近で通常、1.0003

程度であり、対流圏における変動は10-4のオーダー以下と非常に小さく、
この変動分を詳細に表すために� 	
  𝑁𝑁 = �𝑛𝑛 𝑛 1�  ×  10�   (2）	
で定義される屈折指数が用いられることが多い。
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伝搬遅延量をピコ秒オーダーの精度で測定できれば、
地表付近の水蒸気量の変動を捉えることができる。

このような高精度な伝搬遅延測定に地上デジタル
放送波に含まれるSP（Scattered Pilot）信号を利用す
る。地上デジタル放送では複数のサブキャリアに情
報を分散して送信するOFDM（Orthogonal Frequency 
Division Multiplexing：直交周波数分割多重）方式が
用いられている。SP信号は、そのOFDM信号の各シ
ンボル内に既知信号として散在配置された基準信号で
あり、受信チャネルの周波数応答を推定するために用
いられる。受信信号から推定された周波数応答に逆
フーリエ変換を適用することで、電波の伝搬経路ごと
の到来時間と受信強度を表す遅延プロファイルを得る
ことができる。

図2に、首都圏の複数の観測点で取得した遅延プロ
ファイルを示す。横軸は遅延時間（上側軸は送信点か
らの換算距離）、縦軸は受信電力を表す。遅延時間0 μ
secに見られるピークは送信局から到来する直達波に
対応している。その後、約1～60 μsec（換算距離で約
0.15～9 km）の範囲において、建築物や地形などによ
る反射波が多数観測される。これらの反射成分の到来
時間や強度は周辺の伝搬環境に依存している。

図3および4に、地上デジタル放送波を用いた水蒸気

量推定手法（反射法）の概要を示す。図3は、送信局、
受信点および反射体の位置関係を模式的に示したもの
である。受信点には、送信局方向を指向して直達波を
受信するアンテナに加え、送信局とは反対方向を指向
するアンテナを設置し、その方向に存在する建築物な
どの反射体から到来する反射波を同時に受信する。

受信した地上デジタル放送波に含まれるSP信号を
用いて複素遅延プロファイルを求めることで、直達波
および反射波に対応するピークの振幅と位相を取得す
ることができる。図4に示すように、直達波のピーク
位相には送信局の位相雑音、送信局から受信点までの
伝搬位相および受信装置の位相雑音が含まれる。一方、
反射波のピーク位相には送信局の位相雑音、反射波の
伝搬位相および受信装置の位相雑音が含まれる。ここ
で、反射波のピーク位相から直達波のピーク位相を減
算すると、送信局および受信装置に起因する位相雑音
に加え、送信局から受信点までの共通の伝搬位相成分
が相殺される。その結果、受信点と反射体の間を往復
する伝搬路に対応した位相変化のみを高精度に抽出す
ることができる。この位相変化は伝搬路上の大気屈折
率、特に水蒸気量の変動に強く依存するため、その時
間変化を連続的に観測することで経路平均の水蒸気量
変動を推定できる。これが本手法（反射法）によって
高精度な伝搬遅延測定を実現する原理である。

なお、実際に観測される伝搬路は受信点と反射体と
の間の往復区間であり、観測には受信点から数百 m
程度の近距離の反射体から十数 km離れた反射体まで
利用されている。

2.3	 日本国内での観測実験について
NICTは、東京スカイツリーを送信局とした首都圏

観測実験を国立極地研究所および気象研究所で共同で
実施し [7]、SIP第1期「レジリエントな防災・減災機能
の強化」[10]の一環として、板橋区 [11]、千葉工業大学、
東京科学大学および日本アンテナ蕨工場で実施した。
得られた観測データについては京都大学と共同で解析

送送信信局局 反反射射体体受受信信点点

送信局の位相雑音 受信点の位相雑音

直達波の伝搬位相回転

反射波の伝搬位相回転

複素遅延プロファイル
遅延時間

強度

直達波のピーク位相： 送信局の位相雑音 + 直達波の伝搬位相回転 + 受信点の位相雑音

反射波のピーク位相：
送信局の位相雑音 + 反射波の伝搬位相回転 + 受信点の位相雑音

反射波のピーク位相から
直達波のピーク位相を減算すると
送信局・受信点での位相雑音が
キャンセルされ、
受信点と反射体の往復の
伝搬位相回転が求められる

直達波

反射波
反射波

図2　首都圏の観測点で取得された遅延プロファイルの例

送送信信局局 反反射射体体受受信信点点

直達波 反射波

送信局指向
のアンテナ

送信局と反対方向を
指向するアンテナ

図3　送信局、受信点および反射体の配置概要 図4　直達波と反射波の位相差を利用した高精度伝搬遅延測定（反射法）の原理
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を進める [12]とともに、山梨大学との連携により京阪
神地区へ観測エリアを拡大した [13]。その後、SIP第2
期「国家レジリエンス（防災・減災）の強化」における
線状降水帯予測技術開発 [14][15]の一環として、日本
アンテナと協力して首都圏観測網（最大10地点）を構
築し、さらにFPGAを用いた屋外設置型観測装置を開
発して九州地方へ展開し、最大15地点からなる観測網
を拡充し、観測量の検証およびデータ同化に向けたド
ローン同時観測実験 [16]を実施した。

	 台湾での観測実験

3.1	 観測システムの構築
台北市における局地豪雨の予測に向けて、地上デジ

タル放送波を利用した水蒸気量観測装置2式の設置場
所について、國立中央大學の楊舒芝教授および王聖翔
教授と検討を行った（図5）。その結果、図6に示す3地
点において遅延プロファイルの観測を実施した。

國立陽明交通大學（NYCU）および中國文化大學
（CCU）では、台北市北部の竹子山山頂付近に位置す
る送信局から放射される地上デジタル放送波を利用し、
台北市中心部の建築物等で反射した反射波を受信する
ことで、台北盆地内の水蒸気量変動の観測を行うこと
を目的とした。一方、國立臺北商業大學桃園キャンパ
ス（NTUB）では、桃園市南西部に位置する送信局か
らの放送波を利用し、桃園市中心部からの反射波を受
信することで、台北盆地へ西側から流入する水蒸気量
変動を観測することを目的とした。図6において、▲
は送信局、●は受信点を示している。各受信点で観測
される反射波は、図中の楕円で示した領域を通過する
伝搬経路に対応しており、その経路に沿った水蒸気量
の時間変動を高時間分解能で観測することができる。

図7に、3つの観測地点において中心周波数 557 MHz
で取得した遅延プロファイルを示す。上段は國立臺北
商業大學桃園キャンパス（NTUB）、中段は國立陽明
交通大學（NYCU）、下段は中國文化大學（CCU）で取
得した結果である。縦軸は受信信号強度、横軸は遅延
時間（μsec）を表している。また、上側の横軸には遅
延時間を受信点から反射体までの距離に換算した値を
示している。いずれの観測地点においても、遅延時間
0 μsec付近には送信局から直接到来する直達波による
顕著なピークが観測される。本観測では、この直達波
を位相の基準として利用し、それより20～40 dB程度
弱い反射波ピークの位相変化を解析することで伝搬遅
延量を求め、さらに大気中の水蒸気量変動を推定する。

NTUBで取得された遅延プロファイルでは、比較

3

図5　國立中央大學との水蒸気量観測地点選定に関する検討の様子
図7	 NTUB、NYCUおよびCCUにおいて中心周波数557 MHzで取得した

遅延プロファイル

図6	 台北盆地および桃園市周辺における観測地点（●）、送信局（▲）およ
び観測対象領域

	 （背景地図：© OpenStreetMap contributors）[17]

NYCU：國立陽明交通大學
CCU：中國文化大學

NTUB：國立臺北商業大學桃園キャンパス
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的強い反射波が遅延時間 50 μsec以下（反射体までの
距離で約7.5 km以内）に集中して観測されている。こ
れは、桃園市が台北市と比較して市街地の広がりが小
さく、遠方に強い反射体が少ないためと考えられる。
一方で、反射体までの距離に換算して約11 km、12 km
および14 km付近に比較的強いピークが確認される。
これらのピークは位相が短時間で大きく変動すること
から、桃園市南西部の送信局からの反射波ではなく、
同一周波数を利用する別の送信局（台北市周辺の送信
局など）から到来する信号である可能性が高い。地上
デ ジ タ ル 放 送 で はOFDM（Orthogonal Frequency 
Division Multiplexing：直交周波数分割多重）方式が
採用されており、マルチパス伝搬に対して高い耐性を
有する。この特長を利用して、台湾ではSFN（Single 
Frequency Network：単一周波数ネットワーク）が広
く構築されており、複数の送信局が同一周波数で同期
して同一内容の放送を行っている。そのため、観測地
点では複数の送信局からの信号が同時に受信される場
合がある。一方、台北市北部に位置するNYCUおよび
CCUで取得した遅延プロファイルでは、反射体まで
の距離に換算して最大15 km程度まで顕著な反射波
ピークが確認される。特にNYCUでは、受信点近傍か
ら遠方に至るまで連続的に反射波ピークが分布してい
る。一方、CCUでは遅延時間20 μsec以下（反射体ま

での距離で約3 km以内）の範囲に顕著な反射波ピーク
がほとんど存在しないという特徴が見られる。

この違いは、両観測地点の周辺環境の違いによるも
のと考えられる。図8に示すように、NYCUは山麓部
に位置しており、その南側には台北市中心部の市街地
が広がっているため、受信点近傍から遠方まで連続的
に建物による反射波が観測される。一方、CCUは台
北市北部の山腹に位置しており、台北市街地との間に
山地が広がっている。そのため、受信点近傍には顕著
な反射体となる建築物が少なく、遅延時間20 μsec以
下の範囲に明瞭な反射波ピークが現れないと考えられ
る。このNYCUとCCUでの遅延プロファイル上の反
射体分布の違いから、NYCUに観測装置を設置するこ
ととした。図9にNTUB, NYCUにおける水蒸気量観測
装置のアンテナおよび地上気象観測装置の設置風景を
示す。

3.2	 初期観測結果
図10および図11に、國立臺北商業大學桃園キャンパ

ス（NTUB）および國立陽明交通大學（NYCU）におい
て取得された初期観測結果を示す。観測期間は2025年
11月22日から12月3日までである。横軸は観測時刻、
縦軸は単位距離当たりの伝搬遅延量 [psec/km] を示す。
各図では、4枚の受信ボードで受信した異なる周波数

（533, 545, 557, 569 MHz）の観測結果を、それぞれ青、
緑、赤、マゼンタで表示している。また、各パネルは
遅延プロファイル上の反射波ピークを受信点からの遅
延時間順に配置しており、上段ほど受信点に近い反射
体、下段ほど遠方の反射体に対応する。

反射波位相には反射体までの伝搬距離に起因する不
定性が含まれるため、受信点に設置した地上気象観測
装置で取得した気圧、気温および相対湿度から算出し
た伝搬遅延量と比較し、位相オフセットを決定した。
各図では、この気象観測値から算出した伝搬遅延量を

図9	 NTUB, NYCUでの水蒸気量観測装置用アンテナおよび地上気象観測
装置の設置風景

	 (左：國立臺北商業大學桃園キャンパス（NTUB）、右：國立陽明交通
大學（NYCU）)

図10	 NTUBにおいて観測された各反射波の単位距離あたり伝搬遅延量 
[psec/km] の時間変化（2025年11月22日～ 12月3日）

図8	 NYCUとCCUにおける反射波分布の違いを生じる要因の模式図（地形
および反射体分布の比較）

竹子山送信局
標高 1100 m

NYCU

CCU

反射体（建物）

直達波

反射波

台北市中心の市街地

山山地地でで顕顕著著なな反反射射体体がが存存在在ししなないい

2026R-02-04.indd　p37　2026/10/23/ 金 15:42:38

37

2-4　地上デジタル放送波を用いた大気下層水蒸気量観測技術と台湾における観測実験﻿



参照値として、最上段および最下段に黒線で示してい
る。

図10に示すNTUBの観測結果では、各反射波ピーク
の位相から求めた伝搬遅延量は、受信周波数の違いに
よらずおおむね類似した時間変動を示している。また、
その変動傾向は受信点の気圧、気温および相対湿度か
ら算出した伝搬遅延量ともおおむね一致している。一
方で、変動の詳細に着目すると、反射波ピークの遅延
時間、すなわち反射体までの伝搬経路長に応じて伝搬
遅延量の変動形状に差異が認められる。図12には、
2025年11月24から25日にかけての約2日間のデータを
拡大して示す。図の右に、反射波ピークの受信点から
の距離を遅延時間から換算し示す。24日12時頃から25
日2時頃にかけて伝搬遅延量の顕著な増加が観測され
るが、その時間変化は反射波ピークごとに異なってい
る。受信点に近い反射体に対応する反射波ピークでは、
増加過程の中央部に見られるくぼみが小さく継続時間
も短いのに対し、遠方の反射体に対応する反射波ピー
クでは、くぼみがより顕著となり継続時間も長くなる
傾向が認められる。また、増加開始時刻および減少開

始時刻にも反射波ピーク間でわずかな差異が確認でき
る。これらの差異は、各反射波が異なる伝搬経路を通
過していることに起因すると考えられる。すなわち、
水蒸気量の増加をもたらした大気現象が観測領域全体
に一様に存在していたのではなく、受信点から反射体
までの経路に沿って空間的な分布や時間発展が異なっ
ていた可能性を示している。特に遠方の反射体に対応
する経路ほど、受信点近傍では捉えられない水蒸気変
動の影響を含むため、変動の振幅や継続時間に差が現
れたものと考えられる。

この結果は、本手法が受信点近傍の点的な水蒸気量
変動ではなく、本手法が受信点と反射体を結ぶ伝搬経
路に沿った水蒸気量変動を捉えていることを意味し、
反射波ごとの伝搬遅延量の違いを利用することで、大
気下層における水蒸気分布の水平構造やその時間変化
を推定 [18]できる可能性が示唆される。

これに対し、図11に示すNYCUの観測結果では、各
反射波ピークの変動はNTUBと同様に受信周波数によ
らず高い一致性を示し、また反射体までの距離に応じ
た変動形状の違いも確認できる。しかし、その変動は
NTUBに比べて空間的により一様であり、反射波ピー
クの受信点からの距離による差異は比較的小さい。
NTUBでは11月24から25日にかけて顕著な増加および
減少過程が観測され、反射体までの距離に応じた時間
変化の違いが明瞭に現れているのに対し、NYCUでは
期間全体を通じてより滑らかな変動を示している。こ
の違いは、両地点における観測経路上の水蒸気分布や
その時間変動の空間的不均一性の違いを反映している
可能性がある。

次に、地上気象観測装置で観測された気圧、気温お
よび相対湿度から算出される伝搬遅延量と、反射波
ピークの位相変動から求められる伝搬遅延量との対応
を評価するため、NYCUにおける受信ボード#2（周波
数545 MHz）の 遅 延 時 間60.222 µs（ 受 信 点 か ら 約

図11	 NYCUにおいて観測された各反射波の単位距離あたり伝搬遅延量 
[psec/km] の時間変化（2025年11月22日～ 12月3日）

図12	 NTUBにおいて観測された各反射波の単位距離あたり伝搬遅延量 
[psec/km] の時間変化（2025年11月24から25日: 図10の時刻の一部を
拡大）

図13	 NYCUにおける地上気象観測値から算出した伝搬遅延量と反射波位
相変動から推定した伝搬遅延量との散布図（受信ボード#2、545 
MHz、遅延時間60.222 μs）
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9.03 kmに相当する反射体）に対応する反射波ピーク
について、両者の散布図を図13に示す。図13より、反
射波位相から求められた伝搬遅延量と地上気象観測値
から算出した伝搬遅延量との間には強い正の相関が認
められ、相関係数は0.972であった。また、最小二乗
法による回帰直線の傾きは0.933であり、1に近い値を
示している。このことから、地上デジタル放送波の位
相変動から推定される伝搬遅延量は、地上気象観測か
ら求められる伝搬遅延量の時間変動を良好に再現して
いることが分かる。一方で、伝搬遅延量が大きい領域
ではデータのばらつきがやや増加し、地上気象観測値
から算出される伝搬遅延量に対して、地上デジタル放
送波から推定される伝搬遅延量が相対的に小さくなる
傾向が認められる。この傾向は、回帰直線の傾きが1
よりも小さいことにも対応している。

この差異は観測誤差のみに起因するものではなく、
両手法が観測対象とする空間の違いを反映している可
能性がある。地上気象観測装置による伝搬遅延量は受
信点近傍の地表付近における点観測から算出されるの
に対し、地上デジタル放送波による推定値は、送信局、
反射体および受信点を結ぶ伝搬経路に沿った空間平均
的な値を表している。また、伝搬経路は地表から数十 m
程度上空を通過するため、受信点近傍の地表面付近と
は異なる大気層の影響を受ける。このため、水蒸気量
が多い場合ほど、地表付近と伝搬経路上との鉛直方
向・水平方向の分布差が現れ、図13にみられる系統的
な差異として現れている可能性がある。それにもかか
わらず、両者の相関係数が0.972と極めて高いことか
ら、地上デジタル放送波を用いた手法は大気下層の水
蒸気量変動を高い精度で捉えていると考えられる。

	 今後の展望

台湾における初期観測の結果から、台湾で利用され
ている欧州方式の地上デジタル放送波を利用して、台
北盆地およびその周辺域における大気下層の水蒸気量

変動を連続的に観測できることが確認された。台湾北
部は台北盆地を取り囲む複雑地形の影響を強く受ける
ため、局地的な水蒸気分布や急激な時間変化が積乱雲
の発生と密接に関係していると考えられる。今後は、
豪雨をもたらす午後の対流活動との関係解明および数
値予報への活用を目指し、観測網の拡張と総合的な解
析を進める（図14）。

4.1	 観測網の拡張と統合観測
2026年度以降、NICTは台湾國立中央大學（NCU）

と連携し、既設の國立陽明交通大學（NYCU）および
國立臺北商業大學桃園校區（NTUB）に加え、さらに1
～2地 点 に 地 上 デ ジ タル 放 送 波（Digital Terrestrial 
Broadcasting Waves: DTBW）による水蒸気量観測装
置を設置し、台北盆地周辺における下層水蒸気分布の
面的観測を進める予定である。また、NCUではGNSS
観測による天頂遅延量（ZTD）および大気勾配、地上
気象観測、移動観測、UAV観測、さらにはGNSS電波
掩蔽観測（FORMOSAT-7/COSMIC-2）を組み合わせ
た統合観測網の構築を進めている。さらに、夏季の午
後対流事例を対象とした集中観測実験（IOP）を実施す
る計画である。UAV観測についてはNCUを拠点とし、
雷雨発生日において高度約1,100 mまでの大気下層の
水蒸気量および鉛直構造を観測する。また、竹子山送
信所とNTUBを結ぶ伝搬経路上に気象観測タワーを設
置するとともに、桃園市を東西に横断する台66線（東
西向快速公路觀音大溪線）沿いで移動観測を実施し、
水蒸気量の空間分布を観測する予定である。これらの
観測により、DTBWが観測する伝搬経路上の水蒸気
量変動と実際の大気構造との対応関係を評価するとと
もに、台北盆地における水蒸気の流入過程や空間分布
の特徴を明らかにする。さらに、DTBW観測、GNSS
観測、地上気象観測およびUAV観測から得られる水
蒸気情報を相互比較し、各観測手法の空間代表性の違
いを整理する。加えて、DTBW観測に対する水蒸気
鉛直勾配の影響や、対流発生前の水蒸気増加に対する
感度を評価し、局地的な水蒸気蓄積と上流域からの水
蒸気輸送が雷雨発生に与える影響を解析する。

4.2	 数値予報への応用
最終的には、DTBW観測データの数値予報モデル

へのデータ同化を実施し、短時間降水予測への有効性
を評価する。まずは地上気象観測とDTBW観測を用
いた同化実験を行い、その後GNSS観測およびUAV観
測を組み合わせた高解像度データ同化実験へ発展させ
る予定である。

また、2027年夏季に計画されている台湾・米国
共同観測プロジェクト PROBE（PBL Research and 

4

図14	 統合水蒸気観測からデータ同化・短時間降水予測へ至る研究計画の
概念図
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Observations for Basin Extreme-precipitation）との連
携も視野に入れ、台北盆地における極端降水事例を対
象として、大気境界層内の水蒸気観測の高度化とデー
タ同化効果の検証を進める。これにより、DTBW観
測の数値予報への有効性を定量的に評価し、豪雨予測
精度向上への貢献を目指す。

	 むすび

本稿では、地上デジタル放送波を用いた水蒸気量推
定技術の概要と、台湾における観測実験について紹介
した。NICTでは、電波の伝搬遅延量から大気下層の
水蒸気量変動を推定する技術を開発しており、従来の
GNSS観測では捉えにくい都市域や沿岸域における高
密度な水蒸気観測の実現を目指している。台湾国家
宇宙センター（TASA）および國立中央大學（NCU）と
の連携の下、國立陽明交通大學（NYCU）および國立
臺北商業大學桃園校區（NTUB）に観測システムを構
築し、地上デジタル放送波を利用した連続観測を開始
した。その結果、地上気象観測値から算出した伝搬遅
延量と、反射波位相から推定した伝搬遅延量との間に
は高い相関が認められ、本手法によって大気下層の水
蒸気量変動を高精度に捉えられることが確認された。
また、反射体までの距離が異なる複数の伝搬経路にお
いて、水蒸気量変動の時間変化に差異が認められた。
この結果は、本手法が単一地点における水蒸気量を観
測するだけでなく、複数伝搬経路の比較により、水蒸
気分布の空間構造やその時間変化を捉えられる可能性
を示している。特に、台北盆地周辺の複雑地形下にお
ける水蒸気輸送や局地的な水蒸気の蓄積過程を把握す
るための新しい観測手段として期待される。今後は、
観測地点の拡充および統合観測網の構築を進めるとと
もに、GNSS観測、UAV観測および地上気象観測との
比較解析を通じて、本手法の観測特性をさらに明らか
にする予定である。さらに、数値予報モデルへのデー
タ同化実験を通じて、豪雨をもたらす積乱雲の発生予
測や短時間降水予測への有効性を検証し、将来的には
豪雨災害の軽減に貢献することを目指している。
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